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金額で分かりやすく分割できる現預金とは異なり、土地・建物などの不動産は、一般に分割の難しい財産であることが知られています。価格の算定が簡単ではない上、その用途が限られているからです。
例えば、１つの家を３人の相続人が共有で相続したとして、その家を３区画に分けて利用することは現実的ではありません。
このように遺産分割の難しい土地・建物ですが、相続税の申告で「相続財産」として申告された財産の約半分を占めていることが、国税庁の調査で明らかになっています。

■相続財産の金額の推移（平成23年分、国税庁発表）
	
	土地
	家屋
	有価証券
	現金・預貯金等
	その他
	合計

	平成21年
	54,938
	6,059
	13,307
	24,682
	11,606
	110,593

	平成22年
	55,332
	6,591
	13,889
	26,670
	12,071
	114,555

	平成23年
	53,781
	6,716
	15,209
	28,333
	12,806
	116,845

	平成24年
	53,699
	6,232
	14,351
	29,772
	12,978
	117,031


つまり、相続税対策を考えるに当たっては、「いかに土地・建物を効果的に、また税金が発生しないように後世へ引き継ぐか」ということが最も重要な課題となります。


　不動産相続のセオリーとされているのが「1つの土地や建物を共有で相続することは避ける」という事です。共有には大きなデメリットがある一方で、メリットはあまり見当たりません。
■共有のデメリット

	①不動産を活用するときや担保提供するとき、売却処分するときなど、その不動産に関して何をするにも相続人全員の同意が必要になり、手続きが面倒になる。また、不動産の活用方法を巡って対立を生む可能性が高い。
②他の共有者が死亡することで、共有持分が次世代へと移転していき、権利関係が複雑になってしまう。


　したがって、共有状態の不動産がある場合には、これを速やかに解消してあげることが、後のトラブル防止になります。

■共有を解消する４つの方法

	①土地を分筆し、各人が分筆後の土地を単独所有する。

②共有の土地を全員で一括売却し、その売却代金を持分割合に応じて配分する。
③共有者の一人が持分を譲り渡し、代わりに他の共有者から金銭等を受け取る。

④複数の不動産を共有している場合には、それぞれの持分を交換して単独所有にする。


　デメリットばかりの共有ですが、相続後に売却予定の自宅がある場合に限り、売却時の所得税を軽減できるというメリットがあります。
自分が居住する自宅とその敷地を売却した場合、譲渡益が最高3千万円まで非課税になる特例がありますが、2人の共有名義なら、この枠は2倍の6千万円まで拡大します。売却して引っ越す場合の税金を大幅に軽減できるのです。なお、この特例は、土地のみの売却については適用できないので、自宅と土地をいずれも共有名義にしておく必要があります。

代償分割とは、特定の相続人が財産を取得し、他の共同相続人に対する代償債務（金銭など）を負担する遺産分割の方法です。分割することが不適当と考えられる事業用不動産や同族会社の株式、農地などの相続においてしばしば用いられます。
■代償分割の一例


（１）代償分割を行った場合の課税
代償分割を行った場合の、相続税の課税関係は次の通りです。
	①代償財産を支払った人の相続税の課税価格は、相続により取得した財産の価額から、支払った代償財産の価額を控除した金額になる。

②代償財産を受けた人の相続税の課税価格は、相続により取得した財産と、代償財産の価額の合計額になる。

【例１】土地４千万円、長男と次男の２人兄弟が相続人。

長男が土地を相続し、代償金２千万円を支払う。

⇒長男の課税価格＝４千万円－２千万円＝２千万円
次男の課税価格＝２千万円

※代償財産の価額の評価は、原則として実際の支払金額として評価しますが、代償分割の対象となった資産の時価と相続税評価額との比例で評価することも可能です。

【例２】代償分割時の土地の時価１億円、相続税評価額７千万円
長男が全て相続し、代償金５千万円を支払う。

⇒長男の課税価格＝７千万円－{５千万円×（７千万円÷１億円）＝3500万円

次男の課税価格＝５千万円×（７千万円÷１億円）＝3500万円


（２）譲渡所得税の課税
代償分割において気を付けなければならないのが、譲渡所得税の問題です。相続財産である特定の不動産を１人の相続人が代表で相続・売却し、その金銭から代償金を支払うケースでは、土地を売却した相続人に譲渡所得税が発生するため、相続人間で不公平が発生してしまいます。
■具体例
	前提：相続財産＝相続税評価額４億円の土地・建物　相続人は５人兄弟

この兄弟は、以下の①②のいずれかの方法で不動産の分割を検討していました。

①４人が共有で土地・建物を相続し、その後売却し、売却資金を分割する。

②長男が土地・建物を相続してそれを売却、売却代金から代償金を支払う。


①の方法による分割は、兄弟が遠方に散らばっていると手続きがとても大変です。売買契約時や所有権移転登記時など、ことあるごとに相続人全員が集合するか、持ち回りで署名・捺印を行わなければなりません。

　一方で②の方法では、長男が単独で相続登記を行い、売買契約も長男が一人で行うため手続き等の手間は①と比べて簡易であると言えます。

　しかし、このケースでは長男に莫大な譲渡所得税が課税されてしまいます。
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長男は、売却代金のうち３億円を他の兄弟へ支払うため、手元に残る財産は１億円です。一方で、譲渡所得税の対象となる譲渡所得金額は「４億円」、さらに、支払った代償金は売却不動産の取得に通常必要な費用とは認められず、譲渡所得の必要経費とはなりません。結局このケースでは、手続きなどで最も苦労した長男のみが大損をすることになるのです。

　このような事態を避けるためにも、代償分割においては、譲渡所得税の金額も十分に考慮して代償金の額を設定することが不可欠なのです。

遺産を売却し、その代金を相続人で分配する方法です。
基本的には法定相続分通りに分割したい場合に活用されるものなので、「特定の財産を、特定の相続人に引き継がせたい」というケースでは用いるべきではありません。代償分割と同様、財産の売却により譲渡所得税が課税されるため注意が必要です。


　多くの土地を所有する資産家にとって、土地に課税される相続税の負担は重たいものです。特に遊休土地をたくさん保有しているケースでは、何の利益も生まない土地に対して多額の税金を払うことになるため、早いうちから何らかの対策する必要があります。

　土地の活用法として有効なものを下表にまとめてあります。
■土地の有効活用例
	土地の状態
	対策
	活用効果

	空き地
	①賃貸アパートを建てる
	評価額の減少

	
	②駐車場にする
	評価額の減少

	
	③売却する
	納税資金の調達

	商業地にある、まとまった面積の土地
	④土地信託方式を利用する
	評価額の減少、収益の確保

	
	⑤等価交換方式でマンションを取得する
	評価額の減少


①空き地に賃貸アパートを建てる

賃貸アパートを建てることにより、通常は更地として評価される土地が「貸家建付地」としての評価になります。貸家建付地となることで相続税評価額はおよそ８割まで圧縮できるため、土地の相続税対策として効果的です。

また、アパートを子供に贈与することで子供に賃貸収入が蓄積され、将来の相続税の納税資金が確保できます。さらに、アパート建築費用を借り入れている場合には、相続税の債務控除の適用を受けることが可能です。

■貸家建付地の評価
	【例】更地としての評価額５億円の土地にマンションを建設し、全て満室である場合

土地の評価額（更地）５億円×（１－借地権割合0.6×借家権割合0.3×賃貸割合）

＝４億１千万円
※借地権割合は地域により異なります（３０％～９０％）

※借家権割合は全国一律３０％

※賃貸割合とは、全部屋数に対して賃貸している部屋の割合のこと。10室中５室が空室なら５０％となる。


アパートを建てるという事は、すなわち賃貸経営を行うことになるのですから、事業の計画立案や資金調達、物件の管理・運用を地主自身が行わなければなりません。銀行から資金を借り入れてアパートを建築したものの空室率が高く事業として上手く行かなければ、借入金の返済に苦労するだけです。そのため、実行前に事業としての採算性などを十分に勘案する必要があります。

②空き地を駐車場にする

いわゆる青空駐車場については、原則として更地評価になるので評価減の効果はありませんが、（１）管理会社の負担でアスファルト、車庫等の施設（構築物）を設けている、（２）管理会社の負担でタワーパーキング等の建物を建てている場合――などには一定の評価減を受けることが可能です。（１）については、管理会社との契約期間に応じた賃借権相当部分を控除して評価し、（２）については貸宅地として評価されます。このほかにも、駐車場の状態や契約形態などにより取扱いが細かく変わるため注意が必要です。
③売却する
　賃貸経営などによる採算が見込めない遊休土地は、思い切って売却することも検討します。現金資産は分割が容易である上、生前贈与に回すことで、相続人の納税資金を形成することできます。
④土地信託方式を利用する

　商業地や高級住宅地にある大規模な土地は、信託銀行など金融機関へ信託することも選択肢の一つです。

金融機関は多数の専門家とネットワークを結んでおり、そのノウハウを活かした効果的な土地活用が期待できます。地主は、信託した土地の価値に見合うだけの利益配分を受けることができる上、運用は任せっきりで良いので手間はかかりませんが、信託銀行に一定の報酬を支払わなければなりません。
■信託を用いた土地の相続税対策




	メリット
	デメリット

	信託銀行に土地を信託譲渡するが、信託期間が終了すると、土地・建物ともに所有者に返還される。
	信託できる土地に制約があるため、どのような土地でも引受けてもらえるわけではない。

	信託銀行が土地を運用するため、地主は管理の手間から離れられる。
	契約から事業開始まで１～３年の期間を要する。

	活用される事業の幅が広がり、収益の効率アップが期待できる。
	信託報酬を支払わなければならず、利回りが悪くなる。


なお、相続が発生した場合の信託受益権は「不動産」としての評価がそのまま適用されるため、土地は「貸家建付地」として評価減でき、借入金は債務控除の対象になります。

⑤等価交換方式でマンションを取得する

　土地を有効活用したいけれども、自分で賃貸事業を経営する自信がない資産家には「等価交換方式」と呼ばれる方法が用いられます。

　これは、マンションなどのディベロッパーに対して土地を拠出し、その見返りとして、土地の価値に見合うマンションの区分所有権を得るというものです。
■等価交換方式のしくみ
	地主の現状：時価3億円の自宅敷地を所有

等価交換の内容：ディベロッパーがマンションを建築。建築費は6億円。

　　　　　　　　地主は土地の60%（1.8億円）をディベロッパーに譲渡。

　　　　　　　　ディベロッパーは建物の30%（1.8億円）を地主に譲渡。



　等価交換後、マンションの一部を居住用、残りを賃貸用にすることで、土地は、居住用部分を除いて「貸家建付地」として評価減できます。また、建物の賃貸部分も貸家として評価減できます。
■等価交換方式のメリットとデメリット
	メリット
	デメリット

	土地と等価交換された部分は、地主の所有として登記することが可能。また、貸家として利用することで賃貸収入が入る上に、評価減の効果がある。
	土地の所有権がマンションの区分所有権に変わるため、「現状のまま相続させたい」というケースでは使えない。

	デベロッパーが資金調達、設計、施工を行うため、地主は安心である。
	

	建物の管理はデベロッパー側で用意した管理会社が行うため、地主は一切手間がかからない。
	

	一般に、評価額は土地＞建物となるため相続税の圧縮効果がある。
	



（１）特定居住用宅地の評価減
相続人が生前居住していた住宅については、一定の要件を満たすことで、240㎡の部分について評価額が８０％減額される「小規模宅地の特例」の適用を受けることができます。　　

この特例は、同居する夫などが亡くなることにより、その妻や親族に重い相続税負担が発生することを回避するために設けられているものです。非常に税額の軽減効果が大きい制度ですので、その適用要件をしっかりと把握しておきましょう。
■小規模宅地の特例の適用要件
	●相続開始前に、相続人が居住していた宅地である。
●以下の要件のいずれかを満たす宅地であること。
①配偶者が取得する
②同居する親族が取得し、相続税の申告期限まで居住を継続、かつ宅地を保有している。
③一定の要件を満たす別居親族が取得し、相続税の申告期限まで宅地を保有している。


　小規模宅地の特例は１つの宅地にのみ適用できるので、なるべく１㎡あたりの価額が高い土地に住むことがポイントです。

上記の例の通り、同じ240㎡の面積について適用を受けたとしても、土地の価額により減額幅に大きな差が出てきます。したがって、特例をフル活用するためにも、マンション住まいの人、今住んでいる土地の１㎡あたりの単価が低い人は、思い切って引っ越しをすることで合法的に大幅な節税をすることができます。
（２）特定事業用宅地の特例に係る小規模宅地の特例
子どもが親の家業を引き継ぐときは、以下の要件を満たすことで「小規模宅地の特例」の適用を受けることができます。
■小規模宅地（事業用宅地）の特例の適用要件

	①土地の取得者が、被相続人の事業を相続税の申告期限までに引き継ぎ、かつ、申告期限まで事業を継続している。
②相続税の申告期限までその土地を保有している。　


上記の要件を満たす土地を「特定事業用宅地」といい、400㎡までの部分について評価額が８０％減額されます（不動産貸付業、駐車場業の場合は50％の減額）。
（３）平成25年度税制改正による制度の拡充
　平成25年度税制改正では、小規模宅地の特例が大幅に拡充されました。改正の適用時期は、平成27年１月１日以後に開始する相続からとされています。
①限度面積の拡大
現行の規定において240㎡までとされている特定居住用宅地等の限度面積が、330㎡まで拡充されます。
■適用対象宅地と減額割合及び適用限度面積
	①相続開始直前の状況
	②取得者
	③継続要件
	減額

割合
	④限度

面積

	
	
	所有
	居住/

事業
	
	

	居住用宅地等
	
	（要件なし）
	×
	×
	適用なし

	
	(1)特定居住用

宅地等
	配偶者
	×
	×
	80%
	240㎡

※330㎡に改正

	
	
	同居親族
	〇
	〇
	80%
	240㎡

※330㎡に改正

	
	
	別居親族

（一定の者に限る）
	〇
	×
	80%
	240㎡

※330㎡に改正

	事業用宅地等

（賃貸不動産を除く）
	
	（要件なし）
	×
	×
	適用なし

	
	(2)特定事業用宅地等
	親族
	〇
	〇
	80%
	400㎡


②特定事業用等宅地等と特定居住用宅地等併用可に
　現行の規定では、「特定事業用等宅地等（400㎡）」、「特定居住用宅地等（240㎡）」」、「貸付事業用宅地等（200㎡）」」をそれぞれ所有する場合、全部合わせて840㎡に特例を適用することができるわけではありません。特例を適用できる最大面積は以下の計算の通りになります。


　上記について、限度面積要件が下記のように変更されます。
　


（１）自宅の建替え、リフォーム
　建物の価格は、年月が経過するにつれて確実に低下していきます。そのため、常に価値が一定である現預金として相続するよりも、建物の建替えやリフォームにお金を使うことにより、将来の相続財産となる現金を減らすことができます。子どもに大きな相続税を支払わせるくらいならば、後世のためにも思い切って家を新しくし、現預金を減らすことも１つの方法なのです。

　また、先述した小規模宅地特例のメリットを大きくするため、より１㎡単価の高い住宅に買い替えることも検討します。

このほか、住宅に備え付けてある家具などを新調することで現預金を減らすことも有効です。子や孫は、新しい家具や家電のある快適な住まいで生活できるのですから、とても喜ばれます。
（２）高収益な賃貸建物を贈与する
①賃貸建物の贈与は「将来の収益の贈与」

土地を有効に活用すればするほど、収入が増え、その収入には所得税がかかります。そして、その収入を蓄えていけば、それは将来の相続財産です。賃貸収入が将来の相続財産を増やすことになるのです。このような場合には、賃貸建物の贈与を検討します。
　贈与した時には贈与税が課税されますが、以後の賃料収入は贈与を受けた人のものになるので、結果的には「将来の収益」を無税で贈与したことになり効果的です。
②贈与しても「貸家建付地」で評価

　賃貸建物を子に贈与することにより、親が土地を所有し、建物を子が所有している状態になります。通常、親の土地に子が建物を所有している場合は「使用貸借」となり、子に贈与税が課税されることはありませんが、土地は自用地評価となり評価減は一切ありません。
　しかし、賃貸建物の敷地については、贈与のあった時点では賃貸契約の存在している建物の敷地ですから、引き続き貸家建付地としての評価を受けることができます。その後、贈与時の借家人が退去し、新たに賃貸契約を結ぶことにより、その貸家の敷地についてのみ自用地として評価されることになるのです。

（３）二次相続を意識した相続対策の検討
相続税には、配偶者が相続する財産の額が①配偶者の法定相続分、②１億６千万円――のいずれか多い金額まで非課税となる「配偶者控除」制度があります。そのため、父親に相続が発生すると「控除をフル活用しよう」と妻に多くの財産を引継ぐケースもあるようです。
しかしその後、妻の相続が発生すると、最初の父親の相続時と異なり配偶者控除のような大きな税の軽減策が使えませんので、子供が負担する相続税が大きくなってしまうのです。

一般に、建物に比べて土地は値段が下がりにくいものですから、多くの土地を持つ地主が相続対策を考える場合には、自身の相続だけでなく、その次に起こる妻の相続、いわゆる二次相続についても入念に検討しておかなければなりません。

■二次相続を意識した相続対策のポイント

	●配偶者自身の財産が多い場合は、一次相続ではあまり財産を相続しない

●収益物件は子どもへ引き継ぐ方が有利
●将来値上がりしそうなものは子どもへ引き継ぐ方が有利
●一時相続で妻が相続した財産は、生前贈与を行い子どもへの移転を進める


　一次相続では、上記のようなことに気を付けながら遺産を分割していきます。中でも、老朽化しやすい建物や動産、現金・預貯金はなるべく妻が相続すると良いでしょう。

　また、妻が相続した財産は、生前贈与で子供へ移転していくことが非常に有効です。

一次相続、二次相続トータルでの税額を低く抑えるための対策を練ることは一筋縄では行きません。相続財産の内訳や金額、配偶者名義の財産がどのくらいあるのか、二次相続後の各相続人の住宅はどうするのか、などといった多くのファクターにより「配偶者に多くの財産を相続させた方が良いのか、そうではないのか」ということが異なってくるためです。

　二次相続対策とは、いわば“長期的”な相続税対策ですから、なるべく早い時期から検討することが最も重要です。また、専門的な知識と、資産状況に合わせた入念なシミュレーションが必要になりますので、税理士など専門家の力を借りて最も良い方法を探ることが、安心できる相続対策への近道なのです。
■参考文献
・税理士法人チェスター著『相続はこうしてやりなさい』（2010年9月、ダイヤモンド社）

・山本和義著『平成24年7月改訂　タイムリミットで考える　相続税対策実践ハンドブック』（2012年7月、清文社）
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相続で資産を減らさないために！！
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土地・建物の有効活用による相続対策
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不動産を上手に分割する方法
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不動産の共有は避ける　　　　
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代償金の支払い


5千万円





父所有の不動産


評価額1億円
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土地・建物の有効活用による相続対策
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土地の有効活用による相続税対策　　　　　
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土地を信託





土地の価値に見合う利益を地主に分配





信託銀行が土地に建物を建て、賃貸事業を行う。





信託銀行が土地に建物を建て、賃貸事業を行う。





土地の価値に見合う利益を地主に分配
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土地：地主





建物：ディベロッパー





小規模宅地の特例　　　　　
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●（特定事業用等宅地等＋特定同族会社事業用宅地等）＋特定居住用宅地等×５／３＋貸付事業用宅地等×２≦400㎡





①特定事業用等宅地等の場合（A）→400㎡


②特定居住用宅地等である場合（B）→330㎡


AとBがある場合は、730㎡まで適用可能とする　⇒　完全併用適用に





その他の対策　　　　　
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